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平成２８年労第１３６号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督

署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対してした

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による遺族補償給付及び葬祭

料を支給しない旨の処分を取り消すとの裁決を求めるというにある。 

２ 経  過 

請求人の亡夫（以下「被災者」という。）は、平成○年○月○日、Ａに採用さ

れ、平成○年○月○日、Ｂ所在のＣからＤ所在のＥ（以下「事業場」という。）に

配置転換（以下「配転」という。）となり、Ｆ部課長として業務に従事していた。 

請求人によると、被災者は、事業場に配転して以来、部下から嫌がらせを受け

続け、心身に不調を来したという。被災者は、平成○年○月○日、Ｇクリニック

に受診し、「うつ病」と診断された。 

被災者は、平成○年○月○日、自宅においてロープで首を吊っているところを

請求人に発見され、搬送されたＨ病院において死亡が確認された。死体検案書に

よると、死亡したとき：「平成○年○月○日○時○分」、直接死因：「縊死」、死因

の種類：「自殺」と記載されている。 

請求人は、被災者の精神障害の発病及び死亡は業務上の事由によるものである

として、監督署長に遺族補償給付及び葬祭料の請求をしたところ、監督署長は、

被災者の精神障害の発病及び死亡は業務上の事由によるものとは認められないと

して、これらを支給しない旨の処分をした。 

請求人は、これらの処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審

査官」という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを

棄却したので、請求人は、更にこの決定を不服として、本件再審査請求に及んだ
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ものである。 

第２ 再審査請求の理由 

（略） 

第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、被災者の精神障害の発病及び死亡が業務上の事由によるものであ

ると認められるか否かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断 

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）被災者の精神障害の発病の有無及び発病の時期について、労働局地方労災医

員協議会精神障害専門部会（以下「専門部会」という。）は、平成○年○月○

日付け意見書において、被災者に発病した精神障害はＩＣＤ―１０診断ガイド

ラインに照らし「Ｆ３２ うつ病エピソード」（以下「本件疾病」という。）

であるとし、発病の時期は、平成○年○月頃であると意見している。当審査会

としても、被災者の症状経過及び医師の所見等に照らし、専門部会の意見は妥

当であると判断する。 

（２）ところで、精神障害の業務起因性の判断については、厚生労働省労働基準局

長が「心理的負荷による精神障害の認定基準について」（平成２３年１２月２

６日付け基発１２２６第１号。以下「認定基準」という。）を策定しており、

当審査会としてもその取扱いを妥当なものと考えることから、以下、認定基準

に基づき検討する。 

（３）被災者の本件疾病の発病前おおむね６か月間における業務による心理的負荷

についてみると、次のとおりである。 

ア 「特別な出来事」について 

認定基準別表１「業務による心理的負荷評価表」（以下「認定基準別表１」

という。）の「特別な出来事」の類型に示されている「心理的負荷が極度の
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もの」又は「極度の長時間労働」に該当する出来事は認められず、「特別な

出来事」は見受けられない。 

イ 「特別な出来事以外の出来事」について 

請求人らは、業務における心理的負荷となった出来事として、「配転」、

「Ｉの対応」及び「上司とのトラブル」を挙げているので、以下検討する。 

（ア） 配転について 

請求人らは、被災者が平成○年○月に事業場に配転したことについて、

それまでより小規模な事業場への転勤であるため、幅広い業務を担当する

こととなり、また、Ｊ業務しか経験のない被災者がＫ業務を初めて行うこ

ととなり、さらに、対応の難しい職員がいる事業場へ配転したものであり、

その心理的負荷の強度は「中」であって、「弱」に修正する必要はない旨

主張している。 

この点、被災者は、配転前の申告書において、職務等勤務地の希望につ

いて「仕事の幅を広げ自己の能力アップのため、Ｋ業務のできる部署で、

更に一人一人の責任が重い小規模事業場を希望する」旨記載し、また、Ｌ

は「被災者は、Ｋ業務のことについて困ったようなことは言っていたこと

はなく、Ｋ業務はそれほど知識が必要なものではない。」旨述べているこ

とから、同配転は、むしろ被災者の希望がかなえられたといえるものであ

り、さらに、申告書及び人事記録に記載されている被災者の経験と実績か

ら考えても、決定書理由に説示のとおり、被災者が容易に対応できるもの

であったと判断することが相当である。 

したがって、これを認定基準別表１の具体的出来事「配置転換があった」

（平均的な心理的負荷の強度は「Ⅱ」）に当てはめて評価すると、決定書

理由に説示のとおり、心理的負荷の総合評価は「弱」であると判断する。 

なお、対応の難しい職員については、以下（イ）において併せ、検討す

る。 

（イ） Ｉの対応について 

請求人らは、部下であるＩの対応について、「被災者が赴任した当日に

Ｉに『よろしくお願いします。』と言ったところ、Ｉから『何か課長に教

えるんですか。』と言われ、その後もＩは被災者に対して『ここにはここ

のやり方がある。』、『課長はＪ業務だけでなくＫ業務もしっかりやって
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もらわないといけない。』など言ってきた。」旨述べ、こうした言動が「（ひ

どい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた」に該当し、心理的負荷の強

度は「強」であると主張している。 

この点について、Ｉは「被災者に対し、ひどい言葉を言ったことはない」

と述べているところ、Ｍは「Ｉは、被災者だけでなく、ほかの人に怒る口

調はきついですが、やみくもに怒るのではなくこちらにも非がある場合で

す。」と述べ、Ｎは「Ｉは細かいことを言いますし、言い方も人によっては

きついと感じるかもしれませんが、仕事のことを言うだけで、人格を否定

することは言いません。」と述べている。当審査会としては、これら関係者

の申述からみて、Ｉの言動については、厳しい側面があるとは推認される

ものの、当該言動は業務に関連したことに限られており、また、人格や人

間性を否定するような言動は含まれておらず、「（ひどい）嫌がらせ、いじ

め、又は暴行を受けた」に当てはまる出来事とは認められず、決定書理由

に説示のとおり、認定基準別表１の具体的出来事「部下とのトラブルがあ

った」（平均的心理的負荷の強度「Ⅱ」）に当てはめて評価することが相当

であると思料するも、当該言動が行われた経緯、内容からみて、その心理

的負荷の総合評価は「中」であると判断する。 

（ウ） 上司とのトラブルについて 

請求人らは、被災者が上司のＯにＩの対応について相談をしたものの、

Ｏは何ら対応してくれなかったばかりか、被災者と対立さえあったとして、

具体的出来事として「上司とのトラブル」があったと主張している。しか

しながら、事業場作成の調査結果の報告書によると、平成○年○月頃、被

災者がＩの対応に困り、Ｏに転勤したい旨を伝えた際には、Ｏは被災者の

話を聞いた上で「わかるけど聞いてやってください。あまりしつこいなら

受け流すのも必要です。年齢も上なので、先輩として言われることもある

でしょう。Ｉは退職まであと○年です。課長は社員をまとめてください。」

と話をして被災者にＩとの対応方法についてアドバイスをしていることが

認められる。また、Ｍほかの関係者は、被災者とＯとの間にトラブルがあ

ったとは述べていないことから、当審査会としても、決定書理由に説示の

とおり、「上司とのトラブルがあった」とは認められないものと判断する。 

ウ 以上のことから、被災者には、業務による心理的負荷の総合評価が「中」
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の出来事が一つあるほかには心理的負荷の総合評価が「弱」の出来事しか認

められないことから、業務による心理的負荷の全体評価は「中」であり、「強」

には至らないものと判断する。 

（４）なお、請求人らは、本件疾病発病後の出来事として、被災者が職場復帰した

日にＯからノルマを示され、ノルマ達成に関する被災者の発言に対し、部下全

員から反対の意見が出されたとする出来事及び中間決算日に被災者の事業場へ

の戻りが遅れてＯとＩから注意された出来事などを合わせて評価すると、心理

的負荷の強度は認定基準別表１の特別な出来事の「心理的負荷が極度のもの」

に十分に当てはまり、それらの出来事による心理的負荷により、被災者の本件

疾病が増悪した旨主張している。しかし、決定書理由に説示のとおり、請求人

らが主張する出来事は、発病後の出来事として評価できるとしても、認定基準

別表１の特別な出来事に該当するとは認められないものであり、請求人らの主

張を採用することはできない。 

請求人らのそのほかの主張についても子細に検討したが、上記判断を左右す

るに足りるものは見いだせなかった。 

 （５）したがって、被災者の業務による心理的負荷の全体評価は「強」には至らな 

いことから、被災者に発病した本件疾病は、業務上の事由によるものと認める 

ことはできず、被災者の死亡は業務上の事由によるものとは認められない。 

３ 以上のとおりであるので、監督署長が請求人に対してした遺族補償給付及び葬

祭料を支給しない旨の処分は妥当であって、これらを取り消すべき理由はない。 

 

よって主文のとおり裁決する。 


